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「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」の検討結果を受けた 

事業者からの意見聴取結果及びこれを踏まえた基準の改正方針について（第４回） 

 

令和２年10月21日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．概要 

標準応答スペクトル1の規制への取り入れについては、令和２年７月15日の原子力規制

委員会において、下記２．（３）のとおり、事業種別によって基準地震動に関する規定を

書き分けることは行わないことを確認した。 

その際、山中委員から、下記２．（４）のとおり、少なくとも既に許可されているリス

クの小さい試験研究炉については、新たな基準を適用しないという考え方もあるのではな

いかとの意見があった。今般、指摘を踏まえ、改正方針の選択肢を事務局において整理し

たので、議論いただきたい。 

 

２．これまでの原子力規制委員会の議論 

（１）令和元年度第28回原子力規制委員会（令和元年９月11日） 

①「震源を特定せず策定する地震動（全国共通）」2の策定に当たって標準応答スペク

トルを用いた評価を行うことを要求するよう、設置許可基準規則解釈及び審査ガイド

等を改正する。なお、本件は基準地震動の策定プロセスを改善するものであり、新し

い標準応答スペクトルによる手法で評価を行った結果、基準地震動が見直される可能

性はあるものの、施設・設備に対する要求レベルそのものを変更するものではない。 

②標準応答スペクトルによる評価に加え、留萌地震を用いた評価を併せて求める。 

③標準応答スペクトルと留萌地震の応答スペクトル3との間に大きな差はないこと等か

ら、留萌地震を基に基準地震動を策定した原子力施設に対して、現時点で直ちに使用

の停止や標準応答スペクトルの審査・検査での適用を求める必要はない。 

④事業者が対応するために必要な期間等については公開の会合で事業者の意見を聴く。 

 

                                                                                
1 「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」の検討結果において「震源を特定せず策定する地震動（全国共通）」として取り

まとめた標準応答スペクトルをいう。 
2 全国共通に考慮すべき震源を特定せず策定する地震動をいう。 
3 2004年北海道留萌支庁南部地震震のK-NET港町観測点の解放基盤波に余裕を持たせた地震動（硬岩サイトで使用されているレベル）に対

して試行的にNoda et al.(2002)の地盤増幅率により地震基盤相当面に補正した地震動を推定して設定した応答スペクトルをいう。 
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（２）令和元年度第73回原子力規制委員会（令和２年３月23日） 

⑤将来の標準応答スペクトルの見直しについては原子力規制委員会が行う。 

⑥上記①の新たな基準の対象となる原子力施設は、基準地震動の策定を要求している施

設のうち、重大事故の考慮を要する施設としてはどうか（これは⑨により否定され

た。）。 

⑦改正後に必要な申請手続に関し、基準の改正前後で基準地震動が変わるか否か（設置

変更許可申請の要否）を確認するプロセスを設ける。 

⑧改正基準の経過措置は次のとおりとする。 

・改正前の基準に基づく基準地震動の審査状況にかかわらず、改正基準の施行から設

置変更許可までの間、一律に３年間の猶予期間を設ける。 

・工事計画認可及び使用前確認の猶予期間は、改正後の基準に基づく設置変更許可の

審査が進み、各施設への影響の詳細や工事の規模・見通し等が明らかになった時点

で、全施設一律の終期（確定日）を定める。 

 

（３）令和２年度第16回原子力規制委員会（令和２年７月15日） 

⑨基準地震動は、特定地点における地震ハザードの強度を示す性質を有していることか

ら、基準地震動の概念は施設を問わず変わらない。すなわち、施設によって基準地震

動に関する規定を書き分けることは、行わない。 

⑩山中委員より、少なくとも既に許可されているリスクの小さい試験研究炉については、

留萌地震の応答スペクトルの評価はなされており、標準応答スペクトルと留萌地震の

応答スペクトルとの間に大きな差はないので、設置変更許可の申請等を求めない、あ

るいは評価も求めないという考え方もありうるのではないかとの意見があった。 

 

３．改正方針の選択肢 

（１）適用除外規定を設けない案 

適用除外の規定を設けず、事業種別にかかわらず一律に適用する。 

一律に同じ規制となるため、７月15日の委員会で確認された方針（⑨）には合致する

が、山中委員の意見（⑩）には合致しない。 

 

（２）適用を除外する施設を個別に指定する案 

耐震Ｓクラス施設を有する原子力施設のうち、比較的リスクの低いものについてはなお

従前の例によることとし、「解釈」や「ガイド」の改正文の附則に、次のような趣旨の規

定を置く。 
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「△△、□□及び○○（個別の施設名）については、改正後のこの解釈の＊＊＊の部分

は適用せず、当該施設に係る基準地震動の策定については、なお従前の例による。」 

山中委員の意見（⑩）を踏まえた案となっている。 

７月15日の委員会で確認された方針（⑨）との関係でいえば、同一サイト内に適用対

象施設と適用除外施設が併存し、見かけ上同一地点に異なる地震動が設定され得るが、

これはハザードの概念を施設毎に変更するものではなく、あくまで施設の持つリスク

が一定程度判明している既存の施設に対して基準解釈の適用の特例を定めたものと説

明することとなる。 

この案は除外する施設を規制委員会が個別に指定することとなる。 

 

（３）免除（Exemption）制度を創設する案 

事業者から免除（Exemption）の申請があったものについて、個別の判断により基準の

一部の適用を免除することができる制度を創設する。そのため、各許可基準規則に次のよ

うな趣旨の規定を置く。これは、今回の基準改正だけでない一般的な免除制度となりうる。 

「既存の△△施設の一部又は全部について、当該規定を適用しないことにつき安全上の

影響が小さいものと原子力規制委員会が認める場合においては、当該規定を適用しないこ

と、又は当該規定に相当する従前の規定を適用することができる。」 

７月15日の委員会で確認された方針（⑨）と山中委員の意見（⑩）のいずれにも合致

する案となっている。 

この案は免除を求めることについて事業者が説明責任を負う。他方、原子力規制委員

会は免除の判断のメルクマールを示し、また判断結果を説明する必要がある。 

個別に規制の免除を行うための制度設計が必要であり、改正まで一定の期間を要する。 

 

４．今後の進め方 

本日の議論の結果を踏まえ、引き続き基準の改正に向けて検討を進める。 

なお、適用除外又は免除の枠組みの検討になお時間を要する場合には、新たな基準の適

用対象であることについて共通認識が得られている（⑥）実用発電用原子炉、再処理施設、

プルトニウム加工施設について基準改正を先行させる。 

 

＜資料一覧＞ 

参考１ 令和２年度原子力規制委員会第16回会議議事録 一部抜粋 
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